Japan\u27s Regional Policy toward Indochina / Mekong in the Post -Cold War Period : An Analysis of FCDI by 島林 孝樹
Form J (F→O) 提出日 Submission Date: 2015 /1 / 6
博士学位論文審査報告書
Summary of Doctoral Thesis and Report of Examination
研究科長 殿： 下記のとおり、審査結果を報告します。













Japan's Regional Policy toward Indochina/Mekong in the Post-Cold War Period:
An Analysis of FCDI
記
1. 口述試験参加教員 Faculty Members Involved in Oral Examination

















































































[時限 / Period] 1st: 9:00-10:30, 2nd: 10:40-12:10, 3rd: 13:00-14:30, 4th: 14:45-16:15, 5th: 16:30-18:00, 6th: 18:15-19:45, 7th: 20:00-21:30
2. 開催日時 Date / Time 2014 年(YY)/ 11 月(MM)/ 24 日(DD) ※ 17 : 00 ～ 19: 00 (Time)
3. 会場 Venue 19 号館(BLDG No.) 314 室（Room No.）




#和文 4,000 字程度、もしくは英文 1,500 語程度。ただし、論文題目のみは、和文・英文を併記すること。
#Approximately 4,000 characters in Japanese, or 1,500 words in English. The Doctoral Thesis title, however,







Japan's Regional Policy toward Indochina/Mekong in the Post-Cold War Period:
An Analysis of FCDI
１．概要
日本外交における対インドシナ・メコン地域政策について、とりわけ 1993 年 1 月の宮澤
喜一首相のバイコク・スピーチにおいて提唱された「インドシナ総合開発フォーラム」
（FCDI: Forum for Comprehensive Development of Indochina）を取り上げる。FCDI は
インドシナ 3 国（カンボジア、ラオス、ベトナム）の戦後復興、経済・社会発展に対する
支援をめぐって、日本が国際社会を牽引することを狙って提起されたものである。1993 年
12 月の高級事務レベル会合（東京）を踏まえて、1995 年 2 月に閣僚級会合（東京）が実施
され、インドシナ 3 か国の他に 20 か国と 7 機関が参加した（他に 1 か国と 2 機関がオブザ
ーバー参加）。さらに、閣僚会合以降に、それをフォローアップするためのアドバイザリー・
グループ会合やインフラ作業委員会、人材育成作業委員会などが継続的に実施されたが、









第 1 節 問題背景
第 2 節 インドシナ・メコン地域開発に関する先行研究
第 3 節 研究対象
第 4 節 FCDI に関する先行研究
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第 5 節 本論の目的と分析の視角
第 6 節 依拠資料
第 7 節 章構成
第 1 章 FCDI 提唱に至るまでの地域政策に関する議論
第 1 節 カンボジア紛争以前における対インドシナ地域政策
第 2 項 ベトナム戦争後における復興構想
第 3 福田ドクトリンの表明
第 2 節 カンボジア紛争と対インドシナ地域政策
第 1 項 カンボジア紛争の勃発
第 2 項 カンボジア和平への取り組み
第 3 項 カンボジア復興
第 3 節 宮澤喜一首相による東南アジア歴訪と FCDI の提唱
第 1 項 21 世紀のアジア・太平洋と日本を考える懇談会
第 2 項 東南アジア歴訪の概要と FCDI の提唱
第 3 項 日・インドネシア、日・マレーシア首脳会談
第 4 項 日・タイ首脳会談
総括
第 2 章 準備会合に向けた協議
第 1 節 東南アジア歴訪直後
第 1 項 国会における答弁
第 2 項 1993 年 6 月作成の決裁書
第 2 節 準備会合開催直前
第 1 項 1993 年 10 月 7 日作成の準備会合開催要領
第 2 項 1993 年 10 月 27 日作成の決裁書
第 3 項 1993 年 11 月作成の外交公電
第 3 節 準備会合の開催
第 1 項 準備会合の概要
第 2 項 議長サマリー
第 3 項 参議院国際問題に関する調査会（1993 年 12 月 10 日）
総括
第 3 章 閣僚会合に向けた協議
第 1 節 FCDI の運営方針をめぐる国内議論
第 1 項 1994 年 5 月, 6 月作成の決裁書
第 2 項 1994 年 9 月作成の閣僚会合開催要綱
第 2 節 域外国・国際機関との協議
第 1 項 ADB との協議
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第 2 項 FCDI の運営方針を記した電子案および招待状の作成
第 3 項 各国との協議
第 4 項 閣僚会合直前における国際機関との協議
第 3 節 閣僚会合直前における国際議論
第 1 項 1994 年 12 月作成の決裁書
第 2 項 1995 年 1 月作成の閣僚会合開催要領
第 3 項 対プレス事前ブリーフ
第 4 項 閣僚会合直前の協議
総括
第 4 章 FCDI 閣僚会合における議論
第 1 節 閣僚会合の概要
第 2 節 共同ステートメント
第 1 項 閣僚会合における合意事項
第 2 項 閣僚会合の成果
第 3 節 閣僚会合における日本の役割と貢献
第 1 項 閣僚会合における日本の意図表明
第 2 項 運輸網整備に関する 4 つの構想
総括
第 5 章 閣僚会合以後における FCDI の活動と FCDI の終焉
第 1 節 閣僚会合以後における FCDI の活動
第 1 項 民間シンポジウム
第 2 項 FCDI 合同打ち合わせ会合
第 3 項 インドシナ地域における WID セミナーの開催
第 4 項 アドバイザリー・グループ
第 5 項 インフラ作業委員会
第 6 項 人材育成作業委員会
第 2 節 FCDI の終焉
総括
終章
第 1 節 これまでの検討経緯
第 2 節 FCDI の意義づけ
第 1 項 日本の政治的役割の模索
第 2 項 地域政策構想の模索
第 3 項 ラーニング・プロセスとしての役割












まとめる。第 1 に、なぜ FCDI というインドシナ開発に関する議論の場を日本の政策担当
者が提供するに至ったのか、第 2 に、FCDI を展開する上で地域政策の具体的な中身として
どのような対応や方針がとられたのか、第 3 に、なぜインドシナ 3 国を一括して地域を対








第 2 章では、宮澤首相の東南アジア歴訪以降、FCDI 準備のための高級事務レベル会合が



















第 5 章では、閣僚会合以降に実施された FCDI に関する民間シンポジウム（1995 年 3 月、
バンコク）、合同打ち合わせ会合（1995 年 6 月、ヴィエンチャン）、インドシナ地域におけ
る WID（途上国の女性配慮）セミナー（1996 年 1 月、ハノイ）、FCDI アドバイザリー・
グループ会合（1996 年 3 月、バンコク）、インフラ作業委員会（1996 年 9 月、シドニー）、



















第 1 に、外務省内における政策形成過程のより具体的な分析、第 2 に、他省庁の利害や意
図と外務省の関係の解明、第 3 に、対象国であるインドシナ 3 国や域外国・国際機関との
相互作用のより詳細な分析、第 4 に、FCDI 以外の協力枠組みとの比較検討である。
４．評価と問題点
（１）本論文は、221 頁からなる。注釈は全部で 827 あり、丹念な文献、資料、情報源の
明記、そして補足的な説明が付されている。巻末の参考資料リストに掲げる一次資料は 136
点、邦語の二次文献 105 点、英語の二次文献 30 点、新聞・白書・年鑑類 23 点、ウエブサ
イト情報 9 点、インタビュー7 点、合計で 310 点である。
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（２）本論文は、日本政府による対インドシナ・メコン地域政策の展開において重要な節




























要な意味を持つ 1987 年福田ドクトリンについてもカバーしている。ただし、FCDI の自然







の不足していた分野で FCDI が果たした意義、及び FCDI に先行して ADB のイニシアティ
ブに基づいて始動した GMS（大メコン圏）開発計画との関連や日本外務省と ADB の折衝
過程などに関して、本論文は具体的に解明している。ただし、GMS 開発計画以外にも、イ
ンドシナ・メコン地域をめぐって様々な協力枠組みがほぼ同時に発足し、それらとの「競
合」関係の中で FCDI が埋没していく経緯についての分析は、著者自身が結論部分で指摘
している通り、不十分である。
また、ポスト冷戦期になって日本政府が地域政策の対象として着目したのは、インドシ
ナ・メコン地域に留まらない。時期を前後して、アフリカ、中近東、中央アジア、太平洋
島嶼諸国などに対しても、日本は地域政策を展開している。そのことに関して本論文も言
及しているが、それら他域に対する取り組みと FCDI の比較や関連性などについての究明
も、今後に残された課題である。
（７）文章表現については、繰り返しが多くやや冗漫な印象を与える。また、議論の展
開が十分に整序されていない箇所もあるが、全体としては平易である。
５．結論
以上のように幾つかの問題点を含みながらも、全体として評価するならば、先行研究を
踏まえつつ、FCDI の展開過程を詳細かつ具体的に分析した本論文は、十分にオリジナリテ
ィーを有し、日本・東南アジア（とりわけインドシナ）関係、日本の地域政策、ODA 政策
の研究にとって貴重な貢献を果たす学術的な価値を有すると判断する。また、問題設定、
分析アプローチ、実証的な考察プロセス、結論、日本語記述などにおいて、博士学位論文
の基準を十分に満たしている。とりわけ、開示請求によって多くの外交文書を発掘し活用
した努力は評価されてしかるべきである。
以上により、博士論文審査委員会は全委員一致で博士号の授与を提案する。
